
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

Ｂ ：前年度同水準
　　（±２％以内）

市民意識
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・ネットワーク型コンパクトシティの形成に向け，地区計画制度等の活用や開発許可制度の運用などの土地利用
の適正化に取り組んでおり，地区計画制度の説明会等を実施したことにより，地元住民の関心や理解を深めるこ
とが出来，地区計画の導入を検討する地区が増えるなどの成果が得られた。
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取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況
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中核市等との
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（中核市での
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　Ａ ：達成度９０％以上 Ｂ ：達成度７０％～９０％未満

Ｃ ：前年度より低下
　　（－２％未満）
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施策主管課１　地域特性に応じた土地利用の推進

市内の地域が，その特性に応じた個性や魅力，都市機能を備え，コンパクトで調和のとれた都市
空間が形成されています。

政策の達成目標
（基本施策目標）

129ページ都市計画課

施策目標 地域の個性や魅力を生かしながら，計画的な土地利用が行われています。

政策の柱 Ⅴ　都市のさまざまな活動を支える都市基盤の機能と質を高めるために
政策名

（基本施策名）
２１　機能的で魅力のある都市空間を形成する
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※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について
　
  ★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの）　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　×　１００　（％）

　
　★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの）　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×　１００　（％）

  実績値
単年度目標値

単年度目標値
　実績値



３　施策を構成する事業の状況

４　今後の施策の取組方針

〈施策全般〉
◆「地域の特性に応じた個性や魅力，都市機能を備えたコンパクトで調和のとれた都市空間の形成」の実現に向け，第2次宇都宮市都市
計画マスタープランに沿って各施策に取り組んでいく。

〈主要事業〉

Ｈ12

地籍調査事業は，市民や事業者の円滑な土地利用や公共事業への有効活
用に資する事業であり，事業の進捗に伴い，市民ニーズが高まると考え
られる。しかし，調査面積が広大であり，事業期間も長期に及ぶため，
今後とも計画的に推進するとともに，より事業効果の高い人口集中地区
への調査も順次進めていく。

今後の方向性

課題

◆地域特性に応じた土地利用を推進していくためには，土地利用の適正化により，調和の取れたまちづくりが必要であり，
ネットワーク型コンパクトシティの実現化に向けた具体的な施策を構築することが課題となっている。

◆ネットワーク型コンパクトシティ形成に資する施策事業への支援のあり方が求められている。

方向性

地籍調査事業の推進地籍調査事業

・地区計画制度等に関する
説明会の実施やパンフレッ
トの作成

・平成24年度までの取組みとして，意向調査による同意物件の処理が
概ね完了したことから，今後は意向確認のできていない「未同意物件」
の処理にあたる。
・処理にあたっては，効率的・計画的な受入れ計画を策定し，これまで
の受入れ実績等を踏まえ取り組むものとする。

S48

　都市の現状や動向を把握するため，都市計画法第6条及び第13条に基づき都
市計画基礎調査を実施し，調査により得た情報を地理情報システム（GIS)にて
分析し，都市や地域の特性や課題を把握することで都市計画を適切に策定し，
地域の特性に応じた土地利用を推進しているところである。今後も基礎調査に
よる分析を実施し，得た情報については，引き続き庁内に情報提供するなど有
効活用し，地域の特性に応じた土地利用を推進していく。

Ｈ元

Ｈ５

　市民自らが地域資源を活かし，地区の特性に応じた魅力ある景観や快適な環
境を形成するため，地区計画制度を活用し良好な居住環境の保全などの土地利
用を推進しているところである。市民の地区計画制度に関する理解や関心をさ
らに高め，地区計画の導入を推進するため，H24に作成したパンフレットの配
布や，パンフレットを活用した出前講座などの説明会を実施していく。

・地域地区制度の活用
・地区計画制度等の活用
・開発許可制度の適正運用
・地域特性に応じた計画的な農地の保全

・宇都宮市域に存する土地
所有者及び管理者(土地改
良事業・土地区画整理事業
実施区域等を除く）

・地籍調査の実施

・都市計画基礎調査により
都市や地域の特性や課題の
把握

市民

・開発許可により設置され
た公共施設の土地登記名義
人及び抵当権設定者

・未だ市に帰属されていな
い所有権の移管や抵当権の
抹消

市民・事業者1

都市計画基礎調査

4

地区計画制度の活用

2 公共施設等の受入れ事業

開始年度事業が属する総合計画の構成事業名
事業内容

対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

地区計画制度等の活用

№ 事業名 施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針
戦略Ｐ・
主要事業

3


